
 

 

別添 3 2022 年 4月 1日付組織改正の概要 

 

１． 組織改正の内容と主旨 

（１）本社 

１）ＡＮＡＨＤグループ経営戦略室とＡＮＡ企画室（イノベーション・ＫＡＩＺＥＮ部およびＭａ

ａＳ推進部を除く）を統合し、「経営戦略室」とする。 

最高経営層を補佐するＡＮＡＨＤグループ経営戦略室とＡＮＡ企画室を統合し事務局を一つ

にすることによって、これまで以上にスピーディーに経営戦略を策定・実行する。具体的な各

部の機能は以下の通り。 

 

１－１）ＡＮＡＨＤグループ経営戦略室経営企画部とＡＮＡ企画室企画部を統合し、「経営企

画部」とする。 

グループの経営基本政策の策定および中長期的な経営戦略の立案を行うとともに、エアライン

事業およびライフスタイル事業等に関する総合調整を行い、ＡＮＡグループの最高経営層を補

佐する。 

 

１－２）経営戦略室に「エアライン事業部」を新設する。 

企画室ネットワーク部（ＪＶ・事業計画・ダイヤ編成）の機能を移管し、エアライン事業領域

全体における収益ドメインの多様化ならびに拡大を推進する。グループならびに出資先の航空

会社に対する経営サポートを行い、個社の収益拡大に貢献すると同時に、エアライン事業全体

での収益最大化のための最適なポートフォリオを追求する。 

 

１－３）経営戦略室に「事業管理部」を新設する。 

エアライン以外の事業領域における収益ドメインの多様化ならびに拡大を推進する。グループ

会社に対する経営サポートを行い、個社の収益最大化に貢献すると同時に、グループの新たな

収益ドメインとなる新規事業を開発する。 

 

２）「未来創造室」を新設する。 

「デジタル・デザイン・ラボ」「イノベーション・ＫＡＩＺＥＮ部」「ＭａａＳ推進部」の３部

を傘下に置く「未来創造室」を新設し、ＡＮＡグループのみならず業界の変革をリードし、社

内外に対して、新たな価値を提供し続ける。最先端技術や新しいビジネスモデルの取り込みに

加え、異業種企業等社外との連携を強化するとともに、３部のメンバーが部の垣根を越えて発

想や能力をかけあわせながら協働することにより、更なるイノベーションの推進ならびにその

担い手である人財育成を加速させる。 

 

 

 



 

 

３）ＣＸ推進室マーケティング企画部を「グローバルマーケティング部」に改称する。 

マーケティング企画部を「グローバルマーケティング部」とし、日本・海外マーケットを問わ

ず、グローバル視点でマーケティングを推進する。 

 

４）Ｄ＆Ｉ推進部を「ＤＥＩ推進部」に改称する。 

Ｄ＆Ｉ推進部を「ＤＥＩ推進部」とし、ダイバーシティ (多様性）、インクルージョン（受容・

包摂・共生）にエクイティ（公正性）を加えた３点を活動の柱に、ＡＮＡの持続的成長と価値

創造を促進する。意欲ある従業員がその多様性に応じた支援とチャレンジの機会を得ることで、

共創の場である職場とともに成長する企業風土を醸成する。 

 

５）調査部を「渉外調査部」に改称する。 

調査部を「渉外調査部」とし、これまで重点的に行ってきた政策調査活動および渉外活動を明

示することで更なる機能強化を図る。 

 

６）「ＡＮＡグループ７０周年プロジェクト」を新設する。 

「ＡＮＡグループ７０周年プロジェクト」を通じて、過去の歩みを振り返るとともに中期的に

目指す企業グループ像や志を再認識し、未来への機運を創る。 

 

（２）オペレーションマネジメントセンター 

１）オペレーションマネジメントセンターを「オペレーション業務部」および「オペレーションマ 

ネジメント部」の２部体制に再編する。 

「オペレーション業務部」は、オペレーションの業務設計および生産管理の機能を担い、オペ

レーションマネジメント部へのサポート体制を構築するとともに中長期的な課題への対応力

を強化する。 

 「オペレーションマネジメント部」は、オペレーションの品質推進および品質管理を担い、オ

ペレーションへの対応力を強化する。 

 

（３）整備センター 

１）政府専用機整備オペレーション室を「官公庁受託事業部」に改称する。 

政府専用機整備オペレーション室を「官公庁受託事業部」とし、さらに整備受託事業部の官公

庁に関わる機能を統合することで、効率的なオペレーションを推進し、顧客サポート機能を強

化する。 

 

２）「整備受託事業部」を廃止する。 

「整備受託事業部」を廃止し、同部が担っていた１）以外の機能を下記の通り、各部へ移管す

る。 

 

 



 

 

２－１）業務推進部 

民間整備受託に関わる受託・契約・収入管理の機能を移管する。 

 

２－２）機体事業室および部品事業室 

民間整備受託に関わる顧客サポート、および個別収入予実管理・事業性評価等を移管する。 

 

（４）フライトオペレーションセンター 

１）訓練事業推進部を「訓練業務部」に改称する。 

訓練事業推進部を「訓練業務部」とし、他航空会社の訓練受託事業を推進する役割から運航乗

務員の訓練業務に比重を置いた役割とすることで、訓練生のサポート機能を強化する。 

 

（５）貨物事業室 

１）「日本地区国際営業部」を新設する。 

「日本地区国際営業部」では、グローバルセールス部の日本地区国際貨物販売機能を移管し、

旺盛な需要を背景に多様化する日本地区国際貨物の顧客（貨物代理店・荷主）ニーズをタイム

リーに取り込み、迅速な意思決定による増収を図る。 

 

２）「国際業務プロセス改革部」を廃止する。 

「国際業務プロセス改革部」が担っていた将来を見据えた国際貨物に関する業務プロセス・施

設・人員体制・基幹業務システム機能をマーケティング業務部に、日々の貨物運送コストの分

析・管理および改善機能をオペレーション企画部に移管する。 

 

（６）営業センター 

１）ひがし北海道支店を「釧路支店」に、きた北海道支店を「旭川支店」に改称する。 

ひがし北海道支店を「釧路支店」、きた北海道支店を「旭川支店」とし、管轄エリアを明確化

する。 

 

（７）海外支店 

１）ドイツ支店傘下のデュッセルドルフ空港所をフランクフルト空港所に一時的に統合する。 

日本‐デュッセルドルフ間の路線運休に伴い、デュッセルドルフ空港所機能をフランクフルト

空港所に一時的に統合する。 

 

２．会議について 

１）「生産性向上会議」をＡＮＡＨＤに移行する。 

「生産性向上会議」を「グループ生産性向上会議」としてＡＮＡＨＤに移行する。ＡＮＡブラ

ンド航空運送事業会社のみならずＡＮＡグループ全社に対象を拡大して、最先端技術の活用、

イノベーションの推進等による人的生産性向上およびコストマネジメントの着実な実行（新た

な施策の立案・検討含む）・モニターを行う。 



 

 

３． 発令日 2022 年 4 月 1日 

 

４． 組織図 別紙の通り 
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